
JAPAN PRODUCTIVITY CENTER

 調査内容－現下および2025年の自組織の経営課題となる外部・内部環境とそれらに

対する戦略、あるべき組織に向けた重要課題

～組織像、人的資本、顧客との関係性、技術、業務効率、イノベーション、

持続可能性等～

 調査方法－Web上の専用サイトでの回答または紙調査票での回答

 調査期間－2018年9～10月

 回答者数－CEO 815名（全体では1,437名、日本を含む59ヵ国のCxOが回答）

※日本版調査では、取締役以上を対象とする。役職名については、「代表取締役→最高経営責任者（
CEO）」などを例示し、回答者の業務内容に合致した役職名が選択できるようにしている。

役職名 件数 ％

CEO 815 57%

CFO 90 6%

CHC＊ 143 10%

その他 389 27%

計 1437 100%

「世界経営幹部意識調査2019」
CEO版 調査概要
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＊CHC－CHRO, Chief Diversity Officer, 

Chief Learning Officer, Chief Talent Officer

資料１
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１．2019年経営環境において重視する課題
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 不況のリスク、世界的政治不安、グローバル貿易への脅威が世界共通。

 日本では「気候変動が自社ビジネスに及ぼす影響」、米国では「サイバーセキュリティ」、
欧州では「政治および政策機関に対する信頼の低下」との回答が特徴的。なお、「Brexit

の影響」の全体の関心は必ずしも高くない。

経営の外部環境で重視する課題
（トップ３）

日本
N=79

全体
N=795

米国
N=132

欧州
N=317

中国
N=118

不況のリスク 1 1 3 2 1

世界的政治不安 1 3 6 1 3

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ貿易ｼｽﾃﾑに対する脅威 3 2 4 5 2

新たな競合者 4 4 2 4 7
気候変動が自社ビジネスに及ぼす影
響 5 11 9 13 12
政治および政策機関に対する信頼の
低下 6 5 5 3 6

サイバーセキュリティ 8 6 1 6 10

「Brexit」の影響 14 13 14 7 14
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２．2019年組織内部で重視する課題

 人材採用と定着策、次世代リーダー育成、革新的ビジネスモデルが共通している。
日本では労働力の多様性（ダイバーシティ）についての問題意識が高い。

社内で重視する直近の課題
（トップ3）

日本
N=79

全体
N=795

米国
N=132

欧州
N=318

中国
N=118

有能な人材の採用と定着 1 1 1 1 1

「次世代」リーダーの育成 2 3 3 3 5

革新的技術に合わせた新しいビジネ
スモデルの作成 3 2 2 2 3

労働力の多様性（ダイバーシティ） 4 9 10 9 11

基準コストの削減 5 5 4 5 7

従業員のためのより効果的なパ
フォーマンス測定システム 6 7 9 7 6

Ｍ＆Ａの管理 7 8 5 4 8

賃上げ 8 11 11 11 10
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３．2025年のあるべき組織像にむけて
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 「オープンで率直な発言ができる組織文化」「全従業員への継続的な学習機会」
「多様なイノベーションチームが世界共通で上位。

 日本では情報共有の透明性が2位だが、全体では帰属意識の向上を重視している。

2025年にインクルーシブ（包含的）な組織
になるための特性について（トップ3）

日本 全体 米国 欧州 中国

オープンで率直な発言ができる組織文化 1 1 2 2 4

情報共有の透明性 2 8 7 8 9

全従業員に継続的な学習の機会を提供 3 3 1 3 3
職能横断的および多様なイノベーション
チーム 4 4 5 6 2

心身共に健康でいられる安全な職場を作る 5 9 9 12 8

個人の尊重 6 7 6 7 7
職場における個人のアイデンティティの尊
重 7 10 12 9 15

帰属意識を高める 10 2 3 1 1
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４.2025年のあるべき人事管理にむけて
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 有能な人材の採用・定着やそのためのリーダーの関与へ最も着目しており、全体と共通
する。全組織レベルでの透明性と情報共有への回答も多い。

 リーダー開発では教育訓練を重視するが、日本ではリーダーシップの多様性を高めるこ
とを最重要視している。

2025年に成功する人的資源管理の
特性について（トップ3）

有能な人材を採用・定着化できる環境の構築
／維持に対してリーダーが責任を負う 1 1 2 1 1

全組織レベルでの透明性と情報共有の強化 2 3 5 3 5

全レベルでｲﾝｸﾙｰｼﾞｮﾝ（多様性の受け入れ）へ
の認識を高め、それを促す行動を評価する 3 10 11 12 8

リーダー開発の投資先（トップ3） 日本 全体 米国 欧州 中国

リーダーシップの多様性（性別、年齢、民族
性）を高める 1 3 5 1 2
職能横断的なジョブローテーション体験を促
進する 2 2 3 5 1

リーダーの教育訓練に投資する 3 1 1 2 4

日本 全体 米国 欧州 中国
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 2025年にむけて、自社状況がどの程度準備ができているか、自信度を尋ねたところ、
日本は全項目で世界各国の平均を下回った。

 日本のCEOでは、なかでも「新たな市場進出モデル」に関する自信の度合いが低くなっ
ている。

2025年の成功に向けた組織特性への
現時点での自信度（10点満点で）

日本
①

差
①-②

全体
②

米国 欧州 中国

適切なリーダー 5.9 -1.3 7.2 7.5 7.1 7.7
適切な人材 5.8 -1.0 6.8 6.9 6.8 7.3
適切な組織文化 6.1 -1.2 7.3 8.1 7.3 7.0
適切な組織構造 5.8 -1.0 6.8 7.2 6.7 7.1
適切な「市場進出」モデル 5.5 -1.2 6.7 6.7 6.9 7.2
適切な技術 6.1 -0.5 6.6 6.5 6.6 7.1

　
全体平均 5.9 -1.0 6.9 7.1 6.9 7.2

５. 2025年に向け、準備はできているか
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回答したCEO（815名）の属性

従業員規模

上場・非上場 業種

500人未満, 

52%

500人以上3000人未満, 

11%

3000人以上10,000

人未満, 6%

10,000人以上, 

11% 無回答, 

20%

上場, 18%

非上場, 

60%

無回答, 

22%

製造業, 27%

金融業, 8%

サービス業, 42%

その他, 23%
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 コンファレンスボードによる全体の調査結果リリース

The Conference Board, News Release, “Survey: In 2019, CEOs are Most Concerned About Talent and 
a Recession～CEOs appear confident about their organizations being able to thrive in 2025～”, 

URL: https://www.conference-board.org/pdf_free/press/Press%20Release%20--%20C-Suite%20Challenge%202019.pdf

 当概要を含む日本分析レポート（The Conference Board, “C-Suite Challenge® 2019: The Future-
Ready Organization –How CEOs Are Transforming for the Future in Japan –Opportunities and 
Challenges Ahead”）をご希望の方は下記要領にてご連絡下さい。

資料請求方法：下記「個人情報の取り扱いについて」をご確認いただいた上、件名に「世界経営幹部意
識調査日本分析レポート希望」と明記の上、お名前・ご所属・メールアドレスを下記宛ご連絡下さい。

日本生産性本部・国際連携室 glal@jpc-net.jp

関連資料のご案内

公益財団法人日本生産性本部では、皆様の個人情報を以下のように取扱います。下記の内容をご確認の上、ご同意の上お申し込みをお願い申し上げます。なお、同意いただけ
ない場合は、適切なサービスを受けられない場合がございます。同意いただいた後でも個別に不同意の表明をすることが可能です。

１．利用目的
（1）当調査レポートのご案内
（2）日本生産性本部主催の事業、イベント等のご案内（Ｅメール）
（3）顧客分析・市場調査
以上の目的以外で個人情報を利用する場合、ご本人に個別理由を説明し同意を得た上で行うものといたします。
２．個人情報の第三者提供
法令に基づく場合などを除き、個人情報を第三者に開示、提供することはありません。
３．個人情報の取扱いの委託
本事業を実施するにあたり、業務の一部（情報システム管理等）を委託しております。委託先に対しては、皆様のサービスに必要な個人情報だけを委託します。生産性本部の選定
基準に基づき委託先を選定し、契約により個人情報の保護を徹底するとともに、委託先に対して適切な管理・監督を行います。
４．皆様の権利
個人情報について、ご本人による開示請求・訂正・削除・利用停止等を求めることが可能です。その際は、以下までご連絡ください。
連絡先：公益財団法人日本生産性本部 国際連携室 glal@jpc-net.jp
公益財団法人日本生産性本部 個人情報保護管理者 総務部長

https://www.conference-board.org/pdf_free/press/Press Release -- C-Suite Challenge 2019.pdf

